
　ムラタでは、生産活動で使用する化学物質による環境負荷を削減するため、自主規制を定め、環境中への排出を監視
するとともに削減を推進しています。 

　ムラタでは、万一の事故発生の際にも周辺への影響を回避するための設備対策を進めています。 

　ムラタでは生産工程で使用する化学物質のうち、環境に負荷

を与える可能性の高いものについて、1997年11月に自主規制

表を制定し、削減・全廃に取り組んできました。 

　既存工程については自主規制表に基づき使用・排出の削減

を推進するとともに、新規工程については設計時に規制物質の

使用・排出が削減されるよう審査を行っています。 

　2002年5月に、法令や電気電子業界の自主対応の動きにあ

わせて、自主規制表を改定しました。改定にあたっては、とくにム

ラタでは、トルエン、キシレンを比較的多く使用していることから

これらの大気への排出削減目標を定め、蓄熱式排ガス燃焼装

置（RTO）の導入などの対策をすすめ、目標年度の2003年度末

で目標値を達成しました。 

　また2004年4月には、VOCs(揮発性有機化合物)の大気排出

に関する排出削減目標を定めたほか、温室効果ガスとされてい

るPFC類の大気総排出量(CO2換算)を2006年度に2002年度

比で80%以上削減することを目標に定め、取り組みを強化して

います。 
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生産工程の環境負荷化学物質対策 環境リスクへの対応 

MURATA ENVIRONMENTAL SUSTAINABILITY REPORT MURATA ENVIRONMENTAL SUSTAINABILITY REPORT

トルエン、キシレンの大気排出量削減目標と実績 地下浸透防止対策費用 

クリーンファクトリー 

トルエン 

キシレン 

2003年度末の排出量は、 
2000年度の排出量を50%削減した値以下とする。 

2003年度末の排出量は、 
2000年度の排出量を20%削減した値以下とする。 

工程で排出される環境負荷化学物質のムラタ自主規制表 

使用禁止（41物質群） 

ランク 対象物質群 

ムラタでは揮発性有機化合物（VOCs）の大気排出量削減のため、蓄熱式排ガス燃焼装置（RTO*）の導入を進めています。これまで国内外で

計7台のRTOを導入し、大きな成果をあげています。 

蓄熱式排ガス燃焼装置の概要 蓄熱式排ガス燃焼装置（福井村田製作所） 

蓄熱材 蓄熱材 加温 

処理前ガス 処理後ガス 

熱回収 

燃焼室（800
。
C以上） 

蓄熱材 蓄熱材 加温 

処理前ガス 処理後ガス 

熱回収 

蓄熱状況により、 
ガスの流れを切り替え 

燃焼室（800
。
C以上） 

* RTO（Regenerative Thermal Oxidizer）： 
800℃以上の高熱でVOCsを燃焼させることにより、98%以上を分解、無害化します。この装置
は処理後ガスの熱をセラミックの蓄熱材に蓄熱させて処理前ガスの加熱に利用しています（熱効
率95%以上）。これによりVOCを自燃させ、燃料費を大幅に削減することができます。 

蓄熱式排ガス燃焼装置（ＲＴＯ）の導入 

排出量を管理し、自主的に排出削減の準備をする。 
排出削減準備（45物質群） 

排出を計画的に削減する。 
排出削減（22物質群） 

一定期間後、使用を禁止する。 
期限付き使用禁止（23物質群） 

使用を禁止する。 

・アスベスト　・カドミウム及びその化合物（樹脂材料に限る）　・ダイオキシン類　・炭酸鉛　 
・トリクロロエチレン　・ハロン　・ベンゼン　・CFC　・HCFC 
 

・アクリロニトリル　・カドミウム及びその化合物（樹脂材料は除く）　・水銀及びその化合物 
・ヒ素及びその化合物(半導体は除く)　・有機鉛　・六価クロム化合物 

・アセトアルデヒド　・クロロホルム　・シアン化合物　・ホルムアルデヒド　・硫酸ニッケル　 
・鉛及びその化合物（一部のセラミック･はんだなどに使用するもの）　・トルエン　・キシレン　・PFC

・亜鉛及びその化合物　・クロム及びその化合物　・銅及びその化合物　・ニッケル粉　・メチルエチルケトン 
・鉛及びその化合物（一部のセラミック･ガラス･合金などに使用するもの）　・ヒ素及びその化合物（半導体への使用に限る） 

など 

など 

など 

など 
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　ムラタの事業活動のなかで想定される環境リスクを可能な限り

低減していくため、万一、事故が発生した場合にも、周辺への影

響を回避する設備的な対応を進めています。とくに影響の規模や

期間を考慮し、化学物質の貯蔵や事業所内移送に関連する設備

について次のような4つの自主基準を定めて対策を実施し、2002

年度中に完了しました。 

タンク地上化の例 浸透防止塗装の例 

架空配管の例 緊急遮断装置の例 

（単位：百万円） 

連結 

2,355

単体 

1,004

ムラタの各事業所・子会社では、発生する産業廃棄物を、

法的な許可を有する専門業者に委託していますが、環

境に二次的な影響を与えない適正な処分を継続するた

めに、定期的に処分場を訪問し、適正な処分が実施でき

ていることを確認しています。 

地下埋設タンクの原則禁止 
燃料・有機溶剤・酸・アルカリの新液・廃液の貯蔵タンク及び排水処
理の原水槽は、地上化を原則とする。法規制等によりやむを得ず地下
に設置する場合には必ずニ重化する。 

浸透防止塗装 
燃料・有機溶剤・酸・アルカリの新液及び廃液の取り扱い場所は、浸
透防止塗装もしくはステンレス製の受け皿を設置する。 

地下埋設配管の禁止 
燃料・有機溶剤・酸・アルカリの新液・廃液及び工程排水の移送配管
は架空とする。 

緊急遮断装置 
タンクローリーなどによる新液受け入れや廃液引き抜きの作業場所は、
事故発生時の敷地外への漏洩を遮断できる構造とする。 

（村田製作所 野洲事業所） （Murata Electronics（Malaysia）Sdn. Bhd.） 

（富山村田製作所） （氷見村田製作所） 

産業廃棄物の処分状況の定期確認 

【目標】 

【実績】 

トルエン 

キシレン 

63.3 

6.4

23.2 

4.7

63.3 

26.6

2000年度 
排出量（t） 

2003年度 
排出量（t） 

削減率（%） 

1995～2002年度の実績累計 




